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事業部長の 利益業績評価指標 と企業の 資本利用効率との 関係

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　星　法 子
＊

〈 論文要 旨〉

　事業部長の 利益業績評価 の 測定に は ， 事業部長の 管理可能な範囲で ある管理可能利益 また は管理

の 及ばな い 本部費 ・共通費が 配賦 され る本部 費・共通費配賦後利益 が用 い られ て い る．以前か ら管理

可能利益 を用い る こ とが適切 で あ る と の 見解が あ り，最近の Horngren の テ キ ス トで も管理可能利

益 を用 い る こ とが提案 されて い るが ， 実際 に は 本部費 ・共通費 配賦後利益 で 評価 して い る企業が多

い ．

　そ こ で 本稿で は ， そ の よ うな実務慣行の 理由を考察 し ， 日本企業の 事業部長の 利益 業績測定に用

い る業績評価指標 と企業の 財務業績 と の 関係 を調 べ ，質問票調 査 に よ りこ の 関係 を実証的 に 解明 し

た ．質問票調査 は東証 1 部上 場企 業 1
，
296 社 を対象に ， 1997 年 10 月に 行 っ た．その デ

ータ をもとに

分析 した結果 ， 本部費 ・共通 費比 率が低 く本部費 ・共通 費配賦後利益 で 事業部長 を評価 して い る企 業

は，財務業績 （総資本 回転率 ， 総資本経常利益率）が 良い と い う仮説が支持 された．
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The　Relationship　between　Profit　Evaluation　Measure　for　the　DiVisional

　　Manager
’

s　Perfommance　and 　the　EMciency　of　Capital　Utilization

Noriko　Hoshi＊

　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　 　　　 Abstract

　 Both　the ‘‘

pro丘t　befbre　allocating 　head−of丑ce　or 　corporate 　cost
”

and 　the ‘‘

profit　after 　allocating

head−of行ce　or 　corporate 　cost
”

are 　used 　to　evaluate 　a 　divisional　manager ’

s　pe  formance．　From 　the

existing 　literature，　it　is　fbund　that　the
‘‘

pro且t　befbre　allocating 　head・of蜀ce　or 　corporate 　cos ザ
’ is

used 　to　evaluate 　a 　divisional　manager
’

s　perfbrmance ．　However ，　in　the　actual 　practice　of

Japanese　companies 　it　is　seen 　in　the　maj 面 ty　of 　cases 　that　divisional　managers 　are 　evaluated 　by
the ‘‘

pro丑t　after 　allocating 　corporate 　cost ．
”

　 This　paper 　examines 　the　relationship 　between 　pro丘t　evaluation 　measures 　fbr　the　divisional
manager 　and 　the 　ef丑ciency 　of 　capital

，
　and 　clari丘es　why 　such 　practice　is　undertaken 　in　Japan ．

The　author 　has　conducted 　a　questionnaire　survey 　of 　all　listed　companies 　in　the　first　section 　of

the　Tokyo　stock 　exchange 　in　October　1997，　and 　analyzed 　the　resulting 　data　with 　a 　log−linear
model ．

　 The　results 　suggest 　that　using 　the “

profit　after 　allocating 　corporate 　cos ザ
’ fbr　evaluating 　divi−

sional 　managers 　is　effective 　in　improVing 　financial　performance （Le．　turnover 　oftotal 　capital 　and

ROI 　improve），

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 Key　Words

Division・based 　System
，
　Performance 　Evaluation 　Measllres ，　Evaluation　Measure 　of 　Division

Managerls　Perf｛）rmance ，　Controllable　Costs，　Profit　after　Allocating　Corporate　Costs

1999年 10月 8H 受付

2000 年 12月 14 日 受理
＊ 白鴎大学女子 短期大 学 部　専 任 講師

Submitte 【180ctober 　1999．
Accepted　14　December 　2000．

＊Assistant　Professor，　Hakuoh 　Wome ゴs　Junior　College

3

N 工工
一Eleotronio 　Library 　



The Japanese Association of Management Accounting

NII-Electronic Library Service

The 　Japanese 　Assoolatlon 　of 　Management 　Aooountlng

管理 会計学 第9 巻 第 2 号

1．は じめに

　企業 は多角化 し規模が 拡大 す る と業務が 複雑 に な り， 組織の 再編成 が 必要 に な る．多 くの 企

業で ， 経営管理 の 責任 と権 限 を委譲する分権管理 の 手法で ある 事業部制組織が採用 され る よ う

に な っ た ．事業部制組織で は組織が 製 品別 ， 市場 別 また は地域別 に分化 され ， 事業部長に は 事

業部の 生 産 ， 販売の 全 般的 な権 限が 委譲 され る． こ の よ うな事業部は 利 益計算 の 単位 とな り，

プ ロ フ ィ ッ ト ・セ ン ターと呼ばれ ， 事業部長の 責任 は 利益責任 で測定 され る こ とに なる ．

　事業部長の 利益 業績評価 の 測 定に は ， 事業部長の 管理可 能な範囲で あ る管理 可能利益， また

は 管理 の 及 ば な い 本部費 ・共通 費が 配賦 さ れ る本部費 ・共通費配賦後利益 が 用 い られ て い る ．

以 前か ら管理 可能利益 を用い る こ とが適切 で あ る との 見解 が あ り， 最近の Horngrenの テ キス

トで も管理 可 能利益 を用 い る こ とが提 案され て い るが ， 実際に は本部費・共通費配賦後利益で

評価 して い る企業が多 い ．

　そ こで 本稿の テ
ー

マ は ，その よ うな実務慣行 の 理 由 を考察 し ， 日本企 業の 事業部長の 利益 業

績測 定 に用 い る業績評 価指標 と企業の 財務業績 との 関係 を調べ る こ とで あ る，そ して ， こ の 関

係 を実証 的 に解明す る こ とが 本稿の 目的で ある ．

2．本研究の 理論的 フ レ
ー ム ワ ー

ク

2．1．管理可 能利益 と本部費 ・共 通費配賦 後の 利益 に関 す る従来 の 理論 と現実

　事業部長の 評価 に用 い る利益の 測定の 従来の 理 論 と実際 との 問題 は
， 事業部長の 権限に帰属

す る範囲 の 管理可 能利益で 測 定する か ，ある い は管理不 可能 な費用 まで を事業部に 配賦す るか

の 違 い で ある．

　事業部長が 直接 に管理 で きない 費用 として は ， その 事業部で 使用する 固定資産な どの 過去 の

投 資に よ っ て 配賦 され る期 間費用 や 事業部長の 給料 な どが ある ．さ らに ，事業部の 活動 を支援

す る ため に本部で 発生 す る本部費 ・共通費 もある ．過去 の 投 資に よ っ て 配賦 さ れ る期 間費用は
，

そ の 多 くは 本部の 権限 に よ り投資 した もの で あ り， 事業部長の 権限 に よ る とこ ろ は 少 ない ．事

業部長の給料 は ま っ た く事業部長の権 限は 及ばな い ．

　 また ， 共通 費は事業部の 活動 を支援す る た め に 本部の 補助サ ービス 活動で 発 生す る費用 で あ

る． コ ン ピ ュ
ー タサ ービス

， 原料の
一

括購入 ， 物流 ， 研究 開発等の サ ービス 活動の ため に それ

ぞれ特定の 部門が 本部に設け られ ， 各部 門費 と して 共通費が 発生 す る．本部費 は同 じ く事業活

動 を支援す るた めの 全社 的 な本部 の 管理活動 で発生す る費用 で ある．本部の 人事部 ， 経理 部，

総務部な どで 発生 する．共通 費は各事業部の 利 用 度に応 じて 配賦 され る場合 もあるが ， 本部費

と同様に 固定的に 配賦 され る場合 もあ る。

　事業部純利益 は 事業部長が 管理 で きな い こ れ らの 費用 が恣意 的 に 配賦 さ れ る と， 事業部長の

利 益 に対す る責任 を失 わせ る として ， 事業部長の 権限 の 範 囲で ある 管理可能利益 （表 1 従来

理 論の もとで の 利益） を用 い る こ とが通説 とな っ て い る （Horngren
，
1997

，
　 pp．521−523 ）． し

か し ， 実務で は これ らの 事業部長が 管理で きない 費用 を事業部 に配賦 し ， 配賦 した 後の 利益で

事業部長を評価 して い る企業が多い （櫻井 ， 2000 ；谷 ， 1987）．

　そ こ で 次節で は
， 実務慣行で

， 「事業部長の 業績 評価指標に は本部費 ・共通費配 賦 後利 益 を

用 い る 理 由」 を検討す る． こ れ は 3節 で の 仮説検定 の 理 論 フ レ
ーム に なる もの で ある．
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表 1 事業部の 損益計 算書

従来理論 の もとで の利益　 増大した事業部長権限の もとでの利益

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 単位 1億 円

合 計 事業部A 事業部B 　合 計 事業部A 事業部B

売 上 高 　 　 　 　 6，100

変動売上原価　　　　　　　　　　2，160

事業部変動販売費お よび管理費　　　240

貢 献 利 益 　 　 　 　 　 　 3，700

管理 可能事業部個別固定費　　　　 1，600

管理可能利益　　　　　　　　　　　2
，
100

管理不能事業部個別費　　　　　　 1，200

本部費 ・共通費 と利益へ の 貢献利益　　 900

本部費・共通費配賦額　　　　　　　400

本部費
・
共通費配賦後利益　　　　　　 500

2，400 　　　3
，
700 　　　6

，
100　　　2

，
400 　　　3

，
700

800 　　　1，360　　　2，160　　　　800　　　1，360
　 80　　　　 160　　　　 240　　　　　80　　　　 160
1，560　　　2，180　　　3，700　　　1，520　　　2，180
640 　　　　960 　　　3，180 　　　1

，
145　　　2

，
035

880 　　　1，220 　　　　520 　　　　375　　　　145

400 　　　　 800 　　　　　　0　　　　　　0　　　　　　0

480 　　　　420 　　　　520　　　　375　　　　145
120　　　　 280 　　　　　 20 　　　　　 15　　　　　　 5

360 　　　　 140 　　　　 500　　　　 360　　　　 140

2．2．増大 した 事業部長権限の もと で の 業績 評価指標 一 現 実へ の 説明理 論

　 「管理 可能性」 （controllability ） とは ， その 費用の 大 きさ に対 し， 特定の 管理 者が 制御 （管

理 ）可能か ど うか ，
つ ま り， 影響を与 えるか どうか とい うこ とで あ り， その 管理者に と っ て 制

御可 能な費用 を彼に と っ て の 管理 可 能費 （controllable 　cost ） で ある とい う．管理可 能費で あ

るか 管理不 能費で あ るか は ，

一
定の 管理 階層 の 管理 者の 管理権限 と責任 の 範囲に 結び つ けて 管

理 しよ うとす る 目的か らの 分類で ある ．つ ま り，管理可能費 と管理不 能費の 区別は
， 各階層の

管理者 ない し意思決定者 に よ っ て 制御 （管理）可能か不 能か で 行わ れる （門 田 ，
2000 ）．

　事業部の 固定資産 へ の 投 資決 定は ， 事業部に 関わ る 長期的な投 資決定に あ る程度の 影響力が

認め ら れ る こ とが ある． また大規模 な新規事業 に既 存の 事業部が乗 り出す 場 合には
， 従来 わ が

国で は 本部の 意思決定 とさ れ る場合が 多か っ た が ， そ の 新規事業の 原 案は事業部 長 に よ っ て 具

体的に 提案 され ， 事業部長が イ ニ シ ア テ ィ ブ をとる 場合 も多 く，
こ の 場合 には事業部固定資産

に 対す る事業部長 の 決定権 限が相 当認 め られ ， そ れ は基 本的 に管理可 能投資額 に な る．

　さ らに ， 事業部長 が イ ン ベ ス トメ ン ト ・セ ン タ
ー

の 長 と して 新規事業 プ ロ ジ ェ ク トや 設備投

資に関す る決 定権 限 を保有 して い る場合 に は ， 事業部長の 短期的な投資決定だ けが 事業部長の

管理 可能投 資で あ り ， 長 期的 な投 資で あ る 固 定資 産 は事業部長 の 管理 不能投資で あ る とする 考

え はあて は ま らな い ．

　また，近年で は事業活動の 多角化 とグ ロ ーバ ル化 の 進展 に よ っ て 事業部長 へ の 大幅 な権 限委

譲が行 わ れ て きた．長期 的な投 資権 限が な く実 質的 な プ ロ フ ィ ッ ト・
セ ン タ

ー
で あ っ た事業部

に 対 して ， イ ン ベ ス トメ ン ト ・セ ン タ
ー

とな っ た 事業部制 に お い て は ， 事業部長に 事業部の 固

定資産投資 へ の 影響力や 決定権 限が全面 的に委譲され て い る ．

　 こ の よ うな事業部長が 固定資産へ の 投資決定権限 をもっ て い るイ ン ベ ス トメ ン ト ・セ ン タ ー

の もとで は ，表 1の 「管理 可能利益」 は
， 「管理 不 能な事業 部個 別 固定費」が ほ ぼ すべ て 制御

（管理）可 能 とな る た め に 「本部費 ・共通費 と利 益 へ の 貢献 利 益 」 に ほ ぼ
一致 して しま うと考

えら れ る． ただ し ， 厳密 に い うと ， 事業部長の 給与 は事業部 長 自身で は決 定で きない の で ， 実

際 に は事業部の 固定費は完全 に は管理可能 に は な らな い ．

　さ らには大幅な権限委譲 に よ り各種 の 本部管理の 補助サ ー ビス 職能や本 部の 管理活 動 が次 第

に 事業部の 方 に移 管 されて い くにつ れ て ， 会社の 売上 に 占め る本 部費 ・共 通 費 の 割合 が小 さ く
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な っ て い く，こ の ため に ， 事業部管理 可能利益 は ほ とん ど本部費
・
共通 費配 賦後利益 に まで 近

づ い て い くで あろ う （表 1 「増大 した事業部長権限の もとで の 利益」 を参照）． したが っ て こ の

場合 には ， 事業部長の 利益業績評 価に は本部費・共通費配賦後利益 を使 うこ とが適 当で ある ．

　なお
， 本稿で の 筆者の 理由 とは別 の 観点か らで はあ るが

，
Zim 皿 erman ［1979 】は エ

ージ ェ ン

シ
ー

理論 の 立場 か ら ， 本部費 ・共通 費 が配賦 され た ほ うが ，企 業利益 を増加 させ る 効果が あ る

と論証 して い る．

　以 下 で は上 記 の ような見解が 日本 企業 にお い て実際 に行わ れ て い るの か ど うか をア ン ケ ー ト

調 査の デ
ータ に よ っ て 検証 す る．

3．仮説設定 とその 理由

　前節の 2．2 で 述 べ た 理論 フ レ
ーム に基 づ き ， 以 下で は本研究の 仮説が どの よ うな理 由で た て

られ たか を明 らか に しよう．

　企 業が 多角化戦略 を採 り規 模が拡大 し業務が 複雑 に なる と ， 組織 は購買 ，
生 産 ， 販売 ， 財務

等の 職能別 に 区分 され る ． こ の 職 能別組織 は 集権化が 強 く，本部が全社的 な総合管理 を行 う．

さらに 多角化 が進む と ， 製品別 、 地域別 ， 顧客別 な どの 事業部制組 織が編成 され る．事業 部制

は ， た とえば製品ご とに マ
ー

ケ ッ トや 生 産技術が異 な り， 独 自の マ ーケ テ ィ ン グ戦略や生産戦

略が必 要に な っ て くる 。集権的な職能別組織 に比 べ ，事業部制組織 で は 本部が 担当 して い た管

理 責任が 事業部長に大幅 に委譲さ れ る ．

　多角化が進み事業部に大幅 な権限が 委譲 され る と，各種の 本部管理の 補助サ
ービス 職能や 本

部調整職能が次第 に事業部の 方に 移管 さ れ ， そ れ に と もない 会社 の 売上 高 に 占める 本部 費 ・共

通費の 割合 が小 さ くな っ て い くと考 えられ る ． したが っ て ， 次の 仮説 を設定する ，

　仮説 1 ：多角化 の 程度の 高 い 企 業は ， 事業部長の 権限が大 き い （つ ま り， 売上高 に対す る本

　　　 部費 ・共通費比 率が 低い ）．

　次 に ， イ ン ベ ス ト・セ ン ター と して 機能す る 事業部で は ， 事業部長が使用 資本 に対 して 責任

を持 ち ， 自己 の 事業部の 設備投資 を含む長期的な意思決定権限 をもつ ため ， 事業部 の ほ とん ど

の コ ス トが事業部長の 管理 可 能な費用 とな っ て しま い ，本部費 ・共通費配賦後利益 を事業部長

の 実質的に管理可能な利益 として 彼 に 対す る評価指標 に 用 い る こ とが妥 当 とな るで あろ う．そ

して ， 事業部長 に は すべ て の 事業部資産に 投ぜ られ た資本の 有効 な利用 を考え る権 限が あるの

で ， 資本効率が良 くな る と考えられ る ． したが っ て ， 次の 仮説 を設定す る ．

　仮説 2 ：事業部長 の 権 限が 大 きい 場合 ，
つ ま り本部費・共通費比 率が低 い 場合 ， 事業部長 の

　　　 利益評価指標 に本部費 ・共通費配賦後利益 を用い る企業 は ， 財務業績 （総 資本 回転率 ，

　　　 総資本経常利益率）が 良い ．

4．質問票調 査の 概 要 と変数 カ テ ゴ リー の 分 類

4．1．質問票調査の 概要

　質問票は ，東京証券取引所
一

部上場企業 1
，
296 社，全業種 を対象 と して 郵送 した ．平成 9 年

10 月 3 日に発 送 し ， 11 月 17 日に締 め 切 り， 有効 回答数 は 304 社 （有効回答率 23．5％） とな っ

た （注 1）．
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表 2 　質問票 の 回収

業　　種 発送数　　回収数　　回収率　　有効回答数　　 有効回答率

製 造 業

非製造業

そ の 他

nOOρ
0384

凸

226　　　　26，1％
82　 　　 19 ユ ％

1

225790304 26．0％

18．4％

合　　計 1，296 　　　　309 　　　　23．8％ 23．5％

4 ． 2 ． 変数 とその カテ ゴ リー分 類

　仮説 に含 まれ る 4 つ の 変数 に つ い て
， 各変数が分析の 中で とる値 はす べ て 1 と 2 の 2 つ の カ

テ ゴ リーだ け に な る よ うに した ．これ は 統計分析の 結 果の 解釈 を容易 に する た めで ある。また ，

本来は連 続変数で あ る財務業績の 値につ い て も， 業種別の 平均値が著 し く異 なる 問題 を除去す

る ためで ある．

（1） 多角化の 程度

　 各社 の 有 価 証 券報 告 書 に よ っ て 各事 業 別売上 高 か ら求め られ る ハ ー フ ィ ン ダ ー ル 指標

（He   indahl　Division：HD ） を用 い て 多角化の 程度を測定 した．こ れ は次式で 定義 され る ．

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 N

　　　　　　　　　　　　HD − 1一Σ 〔P （ノ）｝
2

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 j＝1

　　　　　　　　こ こ で
， p （」）＝ 事業j の 売 L高が 会社の 売上 高に 占め る 割合

　HI）の 0 は まっ た く多角 化 を して い ない こ とを示 し ， 1 に近 い ほ ど多角化の 程度が高 い こ とを

示 す．業種 に よる分 類 は しない で ，
こ の 比 率 の 中 央値 （medium ）以 ．ヒを多角化 の 程度 の 高い

企業 ， 中央値未満 を多角化の 程度の 低 い 企業 と した．

（2） 本部費 ・共通費比率

　本部費・共通費比率 は ，質問票に お ける 次の よ うな 問 23 を用 い た．売上 高 に 対 する本部 費 ・

共通費の 割合が 5％ 未満 を比率の 低 い 企業， 5％ 以 上 を比 率の 高 い 企 業 と した。 こ の 分類 は問

23 の 回答 の 分布で カ テ ゴ リー一　3 と 4 が 同数の 最 も多い 頻度 とな っ た ため ， こ こ で 2 分割 した．

　問 23　売 上高 に対 す る本部 費
・共通 費比率 の現状 とその 傾向に つ い て ， 以下 の 該当する 項 目

　　　 に 1つ ○印 をお付 け下 さい ．

　　　　1．現在 1％ 未満

　　　　2。現在 1％ − 3％ 未満

　　　　3．現在 3％
− 5％ 未満

　　　　4．現在 5％
− 10 ％ 未満

　　　　5．現在 10％ 以 上

（3） 事業部長の 利益評価指標

（1）増加

（1）増 加

（1＞増加

（1）増加

（1）増加

（2）減少

（2）減少

（2）減少

（2）減少

（2）減 少

（3）変わ らな い

（3）変 わ ら な い

（3）変 わ ら ない

（3）変 わ ら な い

（3）変 わ らな い

（4）そ の他

（4）そ の 他

（4）そ の 他

（4）そ の 他

（4）そ の 他

　事業部長の 利益 評価 指標 は 、 質問票にお け る次 の よ うな 問 11 を用 い た ．管理可 能 利益 を使

っ て い る企業 と本部費 ・
共通 費配賦後利益 を使 っ て い る 企業 との 2 つ に分類 した。

　 問 11 事業部長の 評価の た めの 上 記の 収益性 指標 に つ い て， その 利益 は っ ぎの どれで すか ．

　　　　1．管理 可 能な利益

　　　　2．本部費 ・共通費配賦後の 利益

　　　　3．その 他 （　　　　　　　　　 ）

（4） 財務業績

　財務業績は ， 公表の 財務デ
ータ を用 い た．事業部 は各事業部が 本社 か ら預か っ た使用資本を
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使 っ て い か に利 益 を生み 出す か と い う資本効率 に責任 を もつ の で
， 財務業績 に は 総 資本経常利

益 率と総資本回転率を用 い た ．企業財務業績 デ
ー タ の 取 り扱 い に つ い て は

，
Varadarajan 　and

Ramanujam ［1990］の 方法を参考 に して ， 業種別 に財務業績 の 平均水準 に違い が あ るの で
， そ

の 影響 を 除去 するた め に ， 業種 別 に成功企 業 と非成 功 企業 とに 2 分 す る こ とに した （抂 2）． こ の

ため に ， 総資本同転率 の業績 に つ い て は ， 業種別 に 回答企 業の 総資本 回転 率 をそ の 大 きさの 順

に並べ て ， そ の 中央値以 上 の 値 を もつ 企業 を成功企業 と し ， 中央値未満 の 値 を もつ 企 業 を非成

功企業 と した．総 資本経常利益 率 に つ い て も同様に 分類 した．

　以 上 の 4 変数の 分類 を表 3 に ま とめ た．

表 3 変 数 の カ テゴ リー

記号 変　数 カ テ ゴ リ
ー

内　容

A
多角化 の 程度

（皿 ）指標）

1：低

2：高

中央値未満

中央値以上

B
本部費比 率

（質問票問23）

1二高

2：低

売上 高の 5 ％ 以 上

売上高の 5％ 未満

c
業績評価指標

（質問票 問11）

1；管理可

2酒 己賦後

管理可能利益

本部費 ・共通費配賦後利益

D
財務業績

（総資本回転率）

1：不　良

2：優　良

業種 ご との 中央値未満

業種ご との 中央値以上

E
財務業績

（総資本経常利益率）

1：不　良

2：優　良

業種 ご との 中央値未満

業種ご との 中央値以 ヒ

5．分 析の 方法

　カ テ ゴ リー化 した 変数 を用 い るた め ， 分析 には対 数線形 モ デ ル を適用 した．対 数線形 モ デ ル

適用の 理 由は
， 業種 間に差が ある 財務業績 を業種 ご とに優 良 ・不良 と分類 して

， 業種 間の 差 を

な くすカ テ ゴ リ
ー

変数 を用 い て 分析で きる か らで ある ．対数線形モ デ ル は 次の よ うな もの で あ

る ，

　4 つ の 変数 A
，
B

，
　 C

，
1） （表 3参照）の カテ ゴ リ

ー
をそれ ぞれ ，　 i

，
　j，

　 h
，
1 （i＝1

，
2

，
　j；1

，
2，

k ＝ 1
，
2

，
1・ ・ 1

，
2），セ ル （i，ノ，

k
，
1） の 期待度数を曝‘， 観測値 を ntjhl とする ．

　 まず ，
四 元分割表 に対 し

，
基準 セ ル か らの すべ て の 主効果 ， 1次 ， 2 次 ， 3 次の 交互作用 を含

む モ デ ル （飽和 モ デ ル ） を考 える と次の 式で 表わ され る．

1・9磁
一u ＋ガ＋ず＋・ξ＋UID＋・ヂ＋嘘

c
＋ザ ＋嘘

c
＋曜

D
＋瑠 ＋・諤

c
＋ザ

D
＋蠏

P
＋囓

P
＋囓

CD
（5・1）

　　　　　　　　　　　　　　（i＝1
，
2 ；j＝1

，
2 ；k ＝ 1

，
2 ；1＝1

，
2 ）

　　　　　こ こ で
， i

， 」，
　h

，
1は変数 A

，
　B

，
　 C

，
　D の カ テ ゴ リーの 数

　 こ の 飽和 モ デル （5．1）に含 まれ る効果項の うちい くつ か の 効果 を 0 と したモ デル を不飽和モ

デ ル とい う．た だ し ， 階層の 原則 に従い
， ある 効果が 0 で あれ ばそれ に 関わ る 高次の 効果 項は

す べ て 0 と して 取 り扱 わ れ る．た と えば ， μ  
＝0

，
膨ヂ

）＝0 な らば ，

　　　　　μ謬
c 諞0 ・ μザ

P − 0 ・ 喉P ＝ 0μ ｛競
CD

− 0

となる ．こ の モ デ ル を式で 表す と
，

　　　　　1・9磁
一u ＋ ・舟ず＋ 婿＋ ・2＋ ・讒

c
＋ 嘘

c
＋曜

P
＋ 曜 ＋ 噺

P

　 　 　 　 （5・2）

となる （モ デ ル AC ／BCD と表記す る）， こ れ らの モ デル か ら最適 なモ デル を選択 する とき ，
モ
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デ ル の 種類 を限定す る理 論的裏付けが あ る場合 ， 理論的 に検討 に値す る い くつ か の モ デ ル の テ

ス トを実 施 す る こ と に な る．そ こ で
， 本稿 で は

， そ の い くつ か の 理論 的 モ デ ル の 中か ら最適 な

モ デ ル を選び 出す選択基準 と して AIC を用い る ．　 AIC は フ ィ ッ トネス が 良 くて
， しか も推定す

べ きパ ラ メ ータ数の 少な い モ デ ル を選ぶ 基準で あ る． したが っ て ，
こ の AIC の 値が最 小 の モ デ

ル を選ぶ こ とになる．AIC は次式 で 表せ る．

　AIC ＝− 2・log（モ デ ル の 下 で の 最 大尤 度）＋ 2 （推定 すべ き自由なパ ラ メ ータ数）

また
， 同 じ標本に つ い て 仮定され る 2 つ の モ デ ル の 尤度を比 較す る尤度比 検定に 用 い る尤 度比

カ イニ 乗統 計量 G2 は次式で 表 され る。

　　　　　　G
・
…

写娶恥
・・舞i　 　 　 　 　 ・5…

　　　　　　こ こ で ， ntjht は 観測値 ，　Mijklは 最尤推定値

　本稿で は 計算を簡単に す る た め に
，

こ の 尤度比 カ イニ 乗統計量 G2 と r （自由度）を使 っ て
，

2 つ モ デ ル の AIC の 差，

　　　　　A∬Cw −AICF＝G2− 2r　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5．4）

　　　　　　こ こ で
， AICw ：不 飽和 モ デ ル の AIC ，　AICF ：飽和 モ デ ル の 躍 C

を求め
，

こ の 差か らAIC の 値が小 さい モ デ ル を選択す る ．

　最後 に ， 採択 された モ デ ル の 主効果 ， 交互作用 の 推定値 を求め ， それ ぞれ の 効果 を調 べ る．

6．分 析結果

6．1．分 析結果

　 最初 に表 4 と表 5 の 分 割表 に つ い て そ れぞ れ飽 和 モ デ ル の AIC とい くつ か の不飽和 モ デ ル の

AIC との 差 を求 め る．四 元分割表 に 関 して 階層の 原則 に したが っ て つ くられ る不飽和モ デ ル は

全部で 112 あ る ．特 に本部費・
共通 費比 率と利益指標 と財務業績との 関係 を調 べ る こ とが 目的

で あ るか ら ， 変数 B と変 数 C と変数 D ， あ るい は変 数 E を含む モ デ ル を選ん だ．

　 各モ デ ル の AIC の 差 は表 6 ， 7 の よ うに な っ た．表 6 か ら ， 財務 業績 を総資本 回転 率 とした

と き，AIC が最 小 の モ デ ル は不 飽 和 モ デ ル ACIBCD で あ る ． よ っ て
， 不飽 和 モ デ ル AC ！BCD

を最 もあて は ま りの よ い モ デ ル と して 選 択 した ．また ， 財 務 業績 を総 資本 経常 利益 率 とす る と
，

AIC が 最小 の モ デ ル は不飽和モ デ ル AZBCE で あ る． よ っ て 不飽和 モ デ ル A ！BCE を選択 し た．

表 4 　四元 分割表 （総資本回転率）

B ：本部費比 率

1：高　 　　 2：低
A ；多角化 C ：利益指標

D ：総資本回転率

1：不良 2：優良 1：不良 2：優良

1：管理可能利益 912 7 8
1；低

2：配賦後利益 9 6 928
1：管理可能利益 5 6 6 3

2：高
2：配賦後利益 11132124
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表 5 　四 元分割表 （総資本経常利益率）

B ：本部 費比率

A ：多角化
1：高　　　 2 ：低

c ：利益指標
E ；総資本経常 利益率

1：不 良 2 ：優良 1：不 良 2優 良

1：管理可能利益 912 8 7
1：低

2：配賦後利益 9 62017
1 ：管理 可能利益 5 6 4 5

2：高
2：配賦 後利益 14102421

表 6AIC の差 （総 資本回転 率）

モ デ ル σ
2d

／ PAIC の 差

ABOD 一 一 一 0

ABDIACO ！Bσ00 ．43920 ．803 一3．561
ABC ！BCD 6．14840 ．188 一1．852

A81 ）／BCP 9．43940 ．0511 ．439

A α ）ノB α ） 4 ．40940 ．353 一3．591

ABIB σD 13．66760 ．0341 ．667

AO ／BCD ＊ 6．68760351 一5．313

AZ）！βCP 12．02460 ．0610 ．024

A ！BCD 13．71370 ．057 一
〇287

＊ ：選択 され た モ デ ル

　 表 7AIC の 差 （総資本経常利益率）

モ デ ル G2 げ PAIC の差

ABc ε ， 一 一 0

ABc ／ABEIBCE0 ．14820 ．929 一3．852
ABCIBCE 0．21340 ．995 一7．787

A βEIBCE 7．55940 ．109 一
〇．441

AeEIBOE 0．72140 ．945 一7．279

AB18CE 7．73260 ．258 一4268

A α βCE 0．75260 ．993 一ll．248

AE ／BCE 7．77360225 一4．227

AIBCE ＊ 0．77970 ．353 一13，221

　 　　　 　　 　　 　　 　　　 ＊ ：選択 されたモ デ ル

　次 に ， この 2 つ の 不飽和モ デ ル の パ ラ メ
ー

タ の 推定値 を求め る と ， 表 8 の よ うにな る ．基準

セ ル はそ れぞ れ （Al ，　Bl ，　C1 ，　Dl）， （Al，　Bl ，　Cl，　El）で ある ．つ ま り， す べ て の 変 数に つ い

て カ テ ゴ リー 1の 頻度が基準に な っ て い る，

表 8　不飽和モ デ ル A α BCD 下 の 推定値 （総資本回転率 ）

主　効　果 推定値

勘 畚 多角化 高
一

〇．588

諺 本部費比率 低
一

〇．074

μ 9 利益指標 配 賦 後利 益
一

〇．046

諺 総資本回転率 優良 0．251

交　 互 　作　用 推定値

召藍 多角化 ＊ 利益指標 高 ＊ 配賦後利益 0．871

μ 鍔 本部費比率 ＊ 利益指標 低 ＊ 配 賦 後利益 覊鑼
μ 留 本部費比率 ＊ 総資本 回転率 低 ＊ 優良

一
〇．418

μ 留 利 益 指標 ＊ 総資本回転率 配賦 後利益 ＊ 優 良
一

〇．303
BcP

μ 222 本部費比率 ＊利益指標 ＊ 総資本 回転率 低 ＊ 配賦後利益 ＊ 優良 韆i鑼 蘗
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表 9　不飽和モ デル A ，1BCE 下 で の 推定値 （総 資本 経 常利益 率 ）

主　効　果 推定値
A2

　

θ

2
　
C2

　

E2

μ

　

μ
　

μ

　

μ

多角化

本部費比率

利益指標

総資本経常利益率

高

低

配賦後利益

優 良

　 0．011
− 0．154

　 0．496

　 0．251

交　互 　作　用 推定値

畷

畷

溝
8CE

μ 222

本部費比率 ＊ 利益指標

本部費比率 ＊ 総資本経常利益率

利益指標 ＊ 総資本経常利益 率

本部費比率 ＊利益指標 ＊総資本経常利益率

低 ＊ 配賦後利益

低 ＊ 優良

配賦 後利益 ＊優 良

低 ＊ 配賦後利益 ＊ 優良

匸
鼎 “≒　 ・
− 0．251
− 0．614

灘 磁
’

6．2．結果の 解釈

（1）総資本回転率

　総 資本回転率の 場合 ， 選択 され た不飽和 モ デ ル AC ！BCD は ，変数 C の 各水準内で変数 A と変

数 B ， D が 独 立 して い る こ と を意味 して い る．つ ま り，変数 A （多角化 の 程 度） は，変数 C の

水準 1 （管理 可 能利益 ）内で
， また 水準 2 （本部費 ・共通 費配賦後利 益） 内で 変数 B （本部 費・

共通 費比率）や変数 D （総 資本回転率） とは 関係が な い
， また は 影響が な い ．

　また ， 変 数B
，
C

，
　D に 関す る相互 作用 を見る と

， （μ留；0．480 ）は推定値が プ ラ ス に な っ て い

る ．こ れ は本部費・共通 費比 率が 高 く管理可能利益で 事業部長を評価 して い る企業 に 比べ ，本

部費 ・共通 費比 率が低 く本部 費 ・共通費配賦後利益 を用 い て 事業部長 を評価 して い る 企業 の 出

現 す る 頻度 が高 い こ と を示 して い る ．

　（媛穿；1，020）も推定値が プ ラ ス に な り，
こ れ は 本部費・共通費比率 が 高 く管理可能利益 で 事

業 部長 を評 価 し業 績の 悪 い 企 業に 比 べ
， 本 部 費・共通 費比 率が低 く本部費・共通費配賦後利 益で

事業部 長 を評価 し業績 の 良 い 企業の 出現 す る頻 度が 高い こ とを意味 して い る，

　つ ま り， 本部の 管理職 能が 事業部 に移管 され て い る企 業で は ， 本 部 費 ・共通 費配賦 後利益 で

事業部長 を評価すれ ば ， 資本 回転率が 高 くな る． こ れ は仮説 2 そ の もの で あ るか ら ， 仮 説 2 は

支持 され た．

（2 ）総資本経常利益率

　総資本経常利益 率の場合，選択 され た不飽和 モ デ ル AIBCE はA と BCE が完全 に独 立 して い る

こ とを意味 して い る。 つ まり， 変数A は BCE に ま っ た く関係 が な い ．変数 B ，　C ，
　E に関する交互

作用 を見る と ， （μ留＝O．803 ）， （岨穿 ＝ 0．468）とと もに プラ ス に な り， 総資本回転率の 場合 と同

様の 結果が得 られ た． よ っ て ， 総資本経常利益率につ い て も， 仮説 2 は 支持 され たこ とに なる．

6．結論

　前節の 分析 結果か ら ， 仮説 1 は 選択 さ れ た モ デ ル か らは変数 A （多角化の 程度） と変数 B

（本部費
・
共通 費比 率） の 関係 が見出 されず ， 支持する こ とが で きなか っ た．仮説 2 の み 支持 さ

れ た． つ ま り， 「事業部長の 権 限が 大 きい 場合，つ ま り本部費・
共通 費比 率が低 い 場合 ， 事業部

長の 利益評 価指標 に本 部費 ・共通 費配賦後利 益 を用い る 企 業は ， 財務業績 （総資本回転率 ， 総

資本経常利益率）が 良い ．」 と い える ．
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　お よ そ事業部長の 業績測 定は ， 管理 者の 人事考課や ボ ーナ ス の 査定 に用 い る だ けで はな く，

事業 部組 織 か ら組 織全体 と して の 目標追求の た め に事業部長が 行動 し努力する よ うに 動機づ け

るため の もの で もある ． また
， 業績評価基準の 本質的な要件 は

， 事業部長が その 経営環境の も

とで 自分 の 自由にで きる （管理 可 能な）資源 をい か に効率 よ く利用 した か を評価する基 準 を提

供 す る もの で なけ れ ばな らな い こ とに あ る．

　 しか る に事業部 長の 投 資決定権 限が 高 ま り， それ に ともな っ て 今 まで 本 部 が行 っ て い た 事業

部設備 投 資の 意思 決定 も事業部長に 委譲 され て い くと
， 事業部長 の 管理 可 能な 資源お よ び コ ス

ト項 目が 増大す る．さ らに そ の 他 の 本部 が行 っ て い た 補助サ
ービス 部 門や 本部調整機能 も次第

に事業 部 に移 管 され る よ うに な り ， 会社の 売上 に 占め る本部費 ・共通 費の 割合が小 さ くなる に

つ れ ， 事業部 長の 管理 可 能な コ ス ト項 目も増大 す るで あ ろ う．

　そ うな れば ， 事 業 部 長 が 自分 の 増大 した管 理 可能 な資源 を効 率 よ く活用 した か ど うか を正 し

く評価す る 指標が用 い られ る な らば ， 事業部長は ます ます組織の 目標を追求する 努力 をする よ

うに なる で あろ う．

　 したが っ て ， 事業 部制組 織 を採 っ て い る企業 が事業部 長 に長期 的 な事業部 の投 資権限 を与 え，

本社機 能 をで きるだ け事業部 に移 管 して い る場合 に は ， 本部費 ・
共通 費配賦 後利 益 を事業 部長

の 業績評価指標に用 い る ほ うが ， 全 社的な業績 （資本回転率 ， 総 資本経常利益率）は良 くな る

で あろ う．こ の こ とが 本稿 の 実証結果 か ら支持 され た わけで あ る．

　 とこ ろで ， 本研 究 の 理 論上 の 前提 と して ， 本 部費 ・共通 費比 率 の 減少 ，
つ ま り本 部の 管理 ・サ

ー ビ ス 機 能の 減少 は ， それ らの 管理 ・サ ー ビ ス 機能が 事業部に 移 管 され ， 事業部長の 権 限 の 幅

が 大 き くな っ た と仮 定 した ． しか し ， 他方で 本部管理 ・サ ー ビ ス 機能が ， 各事業部 に移 管 され

る だ けで は な く， 関係 各社に移管 され て そ こ か らア ウ ト ソ
ー

シ ン グ され た り， シ ュ ア
ー ド ・サ

ー ビ ス と して 利用 した り， あ る い は ま っ た く関係の な い 外部企 業か らア ウ トソ
ー

シ ン グするケ

ー
ス もあ る ， こ れ らの 場合 に つ い て も， 自社の 本部費 ・共通 費比 率は小 さ くな っ て い る に ちが

い な い の で ， そ の 「小 さ くな っ た 本部費 ・共通費 を配賦 した後の 事業部利益 は ほ ぼ 管理可 能に

なる ．」 こ とに は変わ りはな い ． しか し ，
こ れ ら の 場合は 必ず しも 「事業部長の 権限が 大 きい 」

とは い え な い ．こ れ らの ケース に つ い て 本稿 は まだ分析 を行 っ て い な い ． こ の ア ウ トソ
ー

シ ン

グや シ ェ ア
ー ド・サ ー ビ ス を含 めた分析 に つ い て は次の 研 究課題 とした い ．
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注

（1）回答企業 の 企業名 （掲載許可 を得た 153 社） と業種別回答数 に つ い て の 詳細 は，筑波 大 学大学院社会 工 学研究

　 科の Discussion　Paper 　No ．881 を参照 され た い ．

（2）Varadarajan 　and 　Ramanujam ［1990｝は ，次の ような方法 で ，成功企 業 （優 良企 業）と非成功企業 （不良企業）

　 と の 2 つ の カ テ ゴ リ
ーに企業群を分類 し た．

　 　総資本利益率 と売上 成長率 に つ い て そ の 産業の 中央値 （median 　values ）を計算す る．総資本利益率と売上成

　 長率 につ い て ふ た つ の 指標 が ともに そ の 中央値 よ りも高 い 値 をもっ 企 業を成功 企 業 とす る．そ の 他 が 非成功企業

　 で あ り，ふ たつ の 指標 の うち少な くともどち ら か ひ とっ の 指標 に っ い て 中央値よ りも低い 値をもつ 企業で ある．
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